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議案第９０号参考資料 

学 校教育部学務課 

 

   ９月市議会定例会後に議案第９０号について教育委員に報告した内容及び教育委員の意見 

 

１ 実施日   令和６年（２０２４年）１０月７日（月） 

２ 実施形式  教育委員協議会（於：吹田さんくす３番館４階・教育委員室） 

３ 報告内容 

（１）本会議での質問及び答弁内容の要旨 

     ・奨学事業の趣旨及び目的について 

     ・吹田市奨学基金条例設置の経緯 

     ・児童手当と奨学事業との関係性の確認 

     ・吹田市奨学基金条例廃止後の吹田市奨学基金残高の使途について 

（２）文教市民常任委員会での主なやりとり 

ア 質問及び答弁内容の要旨 

・教育課題の具体的内容及び解決施策の具体例の確認 

・廃止に至るプロセス及び意思決定の場の確認 

・高校修学にかかる費用の確認及び他施策による充足状況の確認 

イ 発言内容の要旨 

・物価高騰の状況にある中で廃止の提案を行うのは時期が悪い 

・寄付者の意向、吹田市奨学基金の目的を鑑みて使い切ってはどうか 

・吹田市奨学基金廃止後の使途が決まっていないのであれば判断に納得できない 

・経済的に余裕のない世帯の高校生に対し、市の対応として冷たい 

・市の役割を終えたというのであれば、新たな経済的支援の在り方を模索すべき 

・制度の存続も含めて様々な指摘があったことを教育委員に示せ 

・低所得の高校生の学びの支援について教育委員会がやるのか考えていただきたい 

（３）事業及び基金の今後の方向性についての説明 

・奨学事業については、予定通り廃止 

・吹田市奨学基金については、市議会で引き続き審議 

４ 教育委員からの質問及び意見 

（１）質疑応答内容要旨 

・奨学事業と吹田市奨学基金条例の関係性についての確認 

・吹田市奨学基金条例の廃止が否決された場合の吹田市奨学基金の在り方の確認 

・奨学事業の廃止の方向性について確認 

（２）教育委員の意見 

・当初の提案通りすすめることについて、異議はない 
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課税所得証明書及び納税証明書交付件数

（無手数料分を含む）

(2) 人件費

(3) 業務経費

(4)

(5) プリンタートナー、ドラムカートリッジ

(6) 出張所受付分ＦＡＸ用トナー

(7) 申請用コピー用紙

(8) レシート用紙ほか

(9) 印刷製本費

(10) 証明用紙（偽造防止加工）

(11) 手数料納付用納付書

(12)

(13) 出張所受付分ＦＡＸ回線使用料

(14)

(15) 基幹系システム（税務システム）保守委託料

(16) セミセルフレジ保守委託料

(17) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(18)

(19)

(20)

(21) 小計

(22) （21）÷（1）

(23) 合計（2）＋（22） 317円

委託料 1,414千円

賃借料 167千円

備品購入費 181千円

181千円

2,096千円

52円

167千円
基幹系システム用ＰＣ（指認証機含）３台、
プリンター２台

セミセルフレジ１台、マルチ決済端末１台、
出張所受付分ＦＡＸ機２台（購入経費の1/7）

211千円

1,203千円

(ｲ)

40,028件

265円

　　　手数料の積算根拠【課税所得証明書及び納税証明書】

議案第１０５号参考資料
税務部市民税課

69千円通信運搬費

69千円

(ｱ)

(1)

交
付
件
数

経
　
　
　
費

消耗品費

87千円

80千円

37千円

7千円

178千円

90千円

40千円

11千円

（１）
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評価証明書等交付件数

（無手数料分を含む）

(2) 人件費

(3) 業務経費

(4)

(5) プリンタートナー、ドラムカートリッジ

(6) 申請用コピー用紙

(7) レシート用紙ほか

(8) 印刷製本費

(9) 証明用紙（偽造防止加工）

(10) 手数料納付用納付書

(11)

(12) 出張所受付分ＦＡＸ回線使用料

(13)

(14) 基幹系システム（税務システム）保守委託料

(15) セミセルフレジ保守委託料

(16) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(17)

(18)

(19)

(20) 小計

(21) （20）÷（1）

(22)

　　　手数料の積算根拠【評価証明書等】

(ｱ) (ｲ)

(1)

交
付
件
数

21,403件

経
　
　
　
費

306円

消耗品費 54千円

36千円

8千円

10千円

23千円

16千円

7千円

通信運搬費 69千円

69千円

854千円

132千円

賃借料 156千円

委託料 986千円

基幹系システム用ＰＣ（指認証機含）２台、
プリンター１台

156千円

合計（2）＋（21） 371円

備品購入費 112千円

セミセルフレジ１台、マルチ決済端末１台
（購入経費の1/7）

112千円

1,400千円

65円

（２）
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吹田市使用料・手数料及び自己負担金設定 

に関する基本方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年(2007 年)10 月 29 日 策定 

令和５年(2023 年)９月 13 日 改定 

 

吹田市 
 

 

（１） 

議案第１０５号参考資料 

税務部市民税課 
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2 

 

 

１ はじめに 

 

本方針は、使用料、手数料及び自己負担金（以下、使用料等という。）の設定に当たっての全庁的

な考え方を示すため、平成 19 年（2007 年）に策定したものであり、市（公の施設の指定管理者も含

む。）が徴収する使用料等については、基本的には本方針に沿って対応します。 

ただし、特別会計及び企業会計については、本方針に準拠しつつ、独立採算性、経営の健全性の観

点から、当該会計の事業内容に応じた適切な原価計算のもとに料金等の設定を行うものとします。 

 

 

２ 基本的な考え方 

⑴ 受益と負担の公平性 

施設や特定の行政サービスを利用する人と利用しない人が存在する中で、施設の利用などで利益を

受ける人がいれば、その利益に見合うだけの負担をお願いすることが市民間の不公平をなくすことに

なります。 

使用料等の設定に当たっては、受益と負担の公平性の確保という観点から、市民理解が得られるも

のとなるよう努めます。 

 

⑵ 算定方法の明確化 

公平な受益者負担を求めるに当たって、市民にわかりやすく説明できるよう、使用料等の算定方法

について統一的な考え方を整理し、算定根拠を明らかにします。 

 

⑶ 見直しのサイクル 

公共施設に係る維持管理経費の増減や、消費税率の改正などの社会経済情勢の変化を反映できるよ

う、原則として４年ごとに使用料等の見直しを行い、必要な場合は改定することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 
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３ 使用料の設定 

⑴ 使用料とは 

地方自治法第 225 条において「普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可

を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。」とされて

います。本市における使用料とは、同条に基づき、コミュニティセンターや体育館などの公の施設の

利用者に、その施設の管理運営経費（設備点検・清掃等の委託料や光熱水費など）の一部を負担して

もらうものです。 

 

⑵ 算定方法 

ア 算定式 

 

 

 

 

 

 

貸出にかかる管理運営経費（詳細はイを参照）を貸出総面積及び年間利用可能時間数で除して

得た額を「１㎡当たりの時間単価」とし､この時間単価に受益者負担率、施設の貸出面積､貸出時

間を乗じて使用料を算定します。 

ただし、上記の方法による統一的な考え方で算定を行うことが適当でない場合は、合理的な方

法により単価計算を行います。（例：やすらぎ苑、自転車駐車場、スポーツグラウンド、市民プー

ル、学校運動場ナイターほか） 

 

イ 算定基礎とする経費（貸出にかかる管理運営経費） 

施設の整備・運営に要する経費として、用地取得費、建物建設費（減価償却費）、管理運営経費、

事業経費等が考えられます。これらの経費のうち、管理運営経費（詳細は（ア）を参照）を使用

料の算定基礎とします。 

管理運営経費の内訳として、貸出部分、共用部分、非貸出部分の経費がありますが、使用料算

定に必要となる『貸出にかかる管理運営経費』の算出方法は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸出にかかる管理運営経費 

使用料 ＝                  × 受益者負担率 × 貸出時間 × 貸出面積 

貸出総面積×年間利用可能時間 

 

※ 貸出にかかる管理運営経費  

＝ 貸出部分の経費 ＋ 共用部分の経費の一部 

                     (共用部分の経費を、貸出部分と非貸出部分の面積で按分した経費） 

（４） 
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（ア）管理運営経費 

経費 内容 

人件費 ・施設の管理運営に要する経常的な職員人件費 

物件費 

・清掃・警備委託料 

・システム保守委託料 

・需用費 

・通信運搬費 

・使用料・賃借料 

・備品購入費（100 万円以上のものは除く） 

補助費等 保険料等 

維持補修費 
小規模で営繕的な維持補修費 

（資産価値の延命に必要な規模の維持補修費は除く） 

他の関連事務との共通経費がある場合で、当該施設に係る部分の経費を明確に算出すること

が困難な場合は、原則として、面積等により合理的に按分して対象経費に含めるものとします。

（例：施設予約システム保守委託料など） 

また、システム導入などに係る初期経費は、内容に応じて対象経費に含めるか否かを検討し

ます。 

なお、管理運営経費に国・府の補助金が充当される場合は、補助金を控除した一般財源ベー

スにより算定することとします。 

 

  （イ）算定基礎としない経費 

経費 内容・理由 

用地取得費、 

建物建設費（減価償却費） 

公の施設は、市の施策としてそれぞれの行政目的を持って建設さ

れたものであり、各施設に係る土地代、建物などの減価償却費は、

全ての住民に利用の機会を提供するための費用で、税で負担すべき

ものと考えられます。 

したがって、施設の利用者に求める使用料の算定基礎には、これ

らを含みません。 

事業経費 

（各施設で開催されるイ

ベント経費等） 

公の施設の利用にともなって付加的に提供されるサービスに必

要なコストであり、事業の実施に要する人件費、補助費等、消耗

品費や委託料等の物件費などが考えられます。こういった選択性

の強い付加的サービスに要するコストについては、施設の使用料

相当額に加えて参加者負担金として負担を求めることとします。 

したがって、施設の利用者に求める使用料の算定基礎には、これ

らを含みません。 

 

ウ 施設のグループ化 

同一の機能を持つ施設をグループ化し、使用料の「１㎡当たりの時間単価」をグループ内で統

一し基準単価を設定します。（例：市民センター、コミュニティセンター、市民体育館） 

ただし、複合施設については、複合施設内の施設間の価格バランスを考慮して使用料設定を行

うことができるものとします。（例：千里ニュータウンプラザ内の施設） 

（５） 
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エ 受益者負担率 

公の施設は、住民福祉の向上を図ることを目的として設置するものであることから、住民が低

廉な負担で施設の設置目的に沿って効果的に利用できるよう、市が負担（公費負担）する割合と

利用者が負担（受益者負担）する割合を基本的には半々（50％）とします。その上で、公の施設

などの利用実態、目的から当該サービスの市場（代替）性、選択性を勘案し、以下のとおり受益

者負担率を設定します。 

 

   ＜受益者負担率の考え方＞ 

受益者 

負担率 
分類区分 施 設 備 考 

０％ 
公費負担を原則

とするもの 

地区市民ホール・公民館・図書館・

青少年クリエイティブセンター・そ

の他規定上無料としている施設 

法律や条例により無料とされ

ているものは、０％とします。 

２５％ 
大部分を公費負

担とするもの 

やすらぎ苑 

市場性・選択性のいずれも低

いものであり、近隣市との均

衡を考慮し、２５％とします。 

博物館 

博物館法では、原則無料とさ

れていますが、近隣市の状況

及び博物館の維持経費の状況

を勘案し有料とします。使用

料については、法の趣旨を踏

まえ、低廉な使用料とするた

め、２５％とします。 

５０％ 

公費負担、受益者

負担を半々とす

るもの 

交流活動館・男女共同参画センタ

ー・歴史文化まちづくりセンター・

市民ギャラリー・市民センター・山

田ふれあい文化センター・コミュニ

ティセンター・市民公益活動センタ

ー・勤労者会館・資源リサイクルセ

ンター・花とみどりの情報センタ

ー・自然体験交流センター・青少年

活動サポートプラザ・自然の家・ス

ポーツグラウンド・市民プール・市

民体育館・武道館・総合運動場・学

校運動場ナイター施設 

- 

７５％ 
大部分を受益者

負担とするもの 
文化会館 

市場性・選択性は一定あるが、

市の文化振興の拠点施設であ

ることを勘案し、７５％とし

ます。 

１００％ 
受益者負担を原

則とするもの 
自転車駐車場 

市場性・選択性があるため、

近隣市の状況にも配慮し、１

００％とします。 

  

（６） 
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 ＜受益者負担率の考え方（図）＞ 

 

 

⑶ 改定の対象及び上限改定率 

  使用料の改定にあたっては、原則として、算定した料金が現行料金の１．２倍以上となる場合を対

象とします。ただし、算定した料金が現行料金を下回る場合については、利用促進または負担軽減の

観点から、現行料金との差が少ない場合でも改定を検討します。 

また、急激な負担の増加を緩和するため、改定率の上限を１．５倍に設定します。あわせて、近隣

各市の状況にも配慮することとします。 

 

⑷ 施設の有効活用を促進する使用料設定等 

 施設の有効活用を促進するため、以下に留意しながら使用料設定等を行うこととします。 

 

ア 分かりやすく公平な使用料設定 

時間当たりの使用料を示すなど、分かりやすい使用料設定を行うとともに、専用時間に応じた

使用料徴収を徹底します。 

 

（７） 
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7 

 

イ 曜日や時間帯ごとの使用料設定 

 市民の利用機会の拡大や、稼働率の向上に資すると判断される場合には、曜日や時間帯により

使用料に差を設けることも可能とします。 

 

ウ 市外在住者の使用料設定 

市内在住者の利用を優先するという観点から、市内在住者と市外在住者の使用料に差を設ける

ことも可能とします。この場合は、市外在住者の使用料の金額が、本方針が示す方法で算出した

金額（市内在住者の金額）の２倍以内となるよう設定します。 

 

⑸ 施設使用料に係る減免基準の統一化 

 施設を利用する人と利用しない人の公平性を確保するため、施設使用料の減額又は免除はあくまで

も「受益者負担の原則」の例外として、真に必要な場合に限定して、特例的に適用される必要があり

ます。「受益と負担の公平性の確保」を目的とし、別途「施設使用料に係る減免基準」を策定し、施

設使用料に係る減免基準の統一化を図ります。 

（８） 
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8 

 

 

４ 手数料の設定 

⑴ 手数料とは 

地方自治法第 227 条において「普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のた

めにするものにつき、手数料を徴収することができる。」とされています。本市における手数料とは、

同条に基づき、住民票の写しや各種証明書などを発行した際に、その事務処理に要する費用（システ

ム委託料、用紙代など）を負担してもらうものです。 

 

⑵ 算定方法 

ア 算定式 

 

 

 

 

 

ただし、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」に定める手数料及びその他大阪府内に

おいて統一的な額がある場合については、その額とします。また、固有の算定が必要な手数料に

ついては、算定方法について考慮します。 

 

イ 算定基礎とする経費（事務処理に要する費用） 

手数料の算定基礎とする経費は、業務１件あたりの年間経費とし、以下が対象となります。 

経費 内容 

人件費 

一般職員の標準人件費を基準に所要時間数から算出した経費と業務を担当する

会計年度任用職員人件費総額から当該会計年度任用職員の従事割合で算出した

経費 

物件費 
需用費、役務費、委託料、賃借料、負担金、備品購入費、旅費などの手数料事

務に要した経費 

 

他の関連事務との共通経費がある場合で、当該手数料事務に係る部分の経費を明確に算出するこ

とが困難な場合は、原則として、業務量等により合理的に按分して対象経費に含めるものとします。

（例：システム保守委託料など） 

システム導入などに係る初期経費は、内容に応じて対象経費に含めるか否かを検討します。 

 

ウ 受益者負担率 

手数料の設定にあたっては、算定基礎とする経費の全額（100％）を受益者負担とします。 

 

 

 

事務処理に要する費用（年間） 
手数料   ＝                    

年間処理件数 

 

（９） 
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9 

 

 

⑶ 改定の対象及び上限改定率 

  手数料の改定にあたっては、原則として、算定した料金が現行料金の１．２倍以上となる場合を対

象とします。ただし、算定した料金が現行料金を下回る場合については、利用促進または負担軽減の

観点から、現行料金との差が少ない場合でも改定を検討します。 

また、急激な負担の増加を緩和するため、改定率の上限を１．５倍に設定します。あわせて、近隣

各市の状況にも配慮することとします。 

 

（10） 

18



10 

 

 

５ 自己負担金の設定 

⑴ 自己負担金とは 

就学前児童の一時預かり利用料や、休日保育利用料など、地方自治法に規定のある使用料及び手数

料以外で、本人が負担すべき経費について徴収するものです。 

 

⑵ 改定の対象及び上限改定率 

国等の徴収基準が定められているものについては、それを基本とし、現行の負担額が著しく国等の

徴収基準と乖離しているものにあっては、段階的に解消を図るものとします。 

国等の徴収基準が定められていないものや、現に自己負担を求めていないサービスについては、他

市の動向や類似の事業・制度等との比較により料金を設定するものとします。 

 

 

（11） 
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( 3 ) 

 

 

１ はじめに 

 

本方針は、使用料、手数料及び自己負担金（以下、使用料等という。）の設定に当たっての全庁的

な考え方を示すため、平成 19 年（2007 年）に策定したものであり、市（公の施設の指定管理者も含

む。）が徴収する使用料等については、基本的には本方針に沿って対応します。 

ただし、特別会計及び企業会計については、本方針に準拠しつつ、独立採算性、経営の健全性の観

点から、当該会計の事業内容に応じた適切な原価計算のもとに料金等の設定を行うものとします。 

 

 

２ 基本的な考え方 

⑴ 受益と負担の公平性 

施設や特定の行政サービスを利用する人と利用しない人が存在する中で、施設の利用などで利益を

受ける人がいれば、その利益に見合うだけの負担をお願いすることが市民間の不公平をなくすことに

なります。 

使用料等の設定に当たっては、受益と負担の公平性の確保という観点から、市民理解が得られるも

のとなるよう努めます。 

 

⑵ 算定方法の明確化 

公平な受益者負担を求めるに当たって、市民にわかりやすく説明できるよう、使用料等の算定方法

について統一的な考え方を整理し、算定根拠を明らかにします。 

 

⑶ 見直しのサイクル 

公共施設に係る維持管理経費の増減や、消費税率の改正などの社会経済情勢の変化を反映できるよ

う、原則として４年ごとに使用料等の見直しを行い、必要な場合は改定することとします。 
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( 4 ) 

 

 

３ 使用料の設定 

⑴ 使用料とは 

地方自治法第 225 条において「普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可

を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。」とされて

います。本市における使用料とは、同条に基づき、コミュニティセンターや体育館などの公の施設の

利用者に、その施設の管理運営経費（設備点検・清掃等の委託料や光熱水費など）の一部を負担して

もらうものです。 

 

⑵ 算定方法 

ア 算定式 

 

 

 

 

 

 

貸出にかかる管理運営経費（詳細はイを参照）を貸出総面積及び年間利用可能時間数で除して

得た額を「１㎡当たりの時間単価」とし､この時間単価に受益者負担率、施設の貸出面積､貸出時

間を乗じて使用料を算定します。 

ただし、上記の方法による統一的な考え方で算定を行うことが適当でない場合は、合理的な方

法により単価計算を行います。（例：やすらぎ苑、自転車駐車場、スポーツグラウンド、市民プー

ル、学校運動場ナイターほか） 

 

イ 算定基礎とする経費（貸出にかかる管理運営経費） 

施設の整備・運営に要する経費として、用地取得費、建物建設費（減価償却費）、管理運営経費、

事業経費等が考えられます。これらの経費のうち、管理運営経費（詳細は（ア）を参照）を使用

料の算定基礎とします。 

管理運営経費の内訳として、貸出部分、共用部分、非貸出部分の経費がありますが、使用料算

定に必要となる『貸出にかかる管理運営経費』の算出方法は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸出にかかる管理運営経費 

使用料 ＝                  × 受益者負担率 × 貸出時間 × 貸出面積 

貸出総面積×年間利用可能時間 

 

※ 貸出にかかる管理運営経費  

＝ 貸出部分の経費 ＋ 共用部分の経費の一部 

                     (共用部分の経費を、貸出部分と非貸出部分の面積で按分した経費） 
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( 5 ) 

 

（ア）管理運営経費 

経費 内容 

人件費 ・施設の管理運営に要する経常的な職員人件費 

物件費 

・清掃・警備委託料 

・システム保守委託料 

・需用費 

・通信運搬費 

・使用料・賃借料 

・備品購入費（100 万円以上のものは除く） 

補助費等 保険料等 

維持補修費 
小規模で営繕的な維持補修費 

（資産価値の延命に必要な規模の維持補修費は除く） 

他の関連事務との共通経費がある場合で、当該施設に係る部分の経費を明確に算出すること

が困難な場合は、原則として、面積等により合理的に按分して対象経費に含めるものとします。

（例：施設予約システム保守委託料など） 

また、システム導入などに係る初期経費は、内容に応じて対象経費に含めるか否かを検討し

ます。 

なお、管理運営経費に国・府の補助金が充当される場合は、補助金を控除した一般財源ベー

スにより算定することとします。 

 

  （イ）算定基礎としない経費 

経費 内容・理由 

用地取得費、 

建物建設費（減価償却費） 

公の施設は、市の施策としてそれぞれの行政目的を持って建設さ

れたものであり、各施設に係る土地代、建物などの減価償却費は、

全ての住民に利用の機会を提供するための費用で、税で負担すべき

ものと考えられます。 

したがって、施設の利用者に求める使用料の算定基礎には、これ

らを含みません。 

事業経費 

（各施設で開催されるイ

ベント経費等） 

公の施設の利用にともなって付加的に提供されるサービスに必

要なコストであり、事業の実施に要する人件費、補助費等、消耗

品費や委託料等の物件費などが考えられます。こういった選択性

の強い付加的サービスに要するコストについては、施設の使用料

相当額に加えて参加者負担金として負担を求めることとします。 

したがって、施設の利用者に求める使用料の算定基礎には、これ

らを含みません。 

 

ウ 施設のグループ化 

同一の機能を持つ施設をグループ化し、使用料の「１㎡当たりの時間単価」をグループ内で統

一し基準単価を設定します。（例：市民センター、コミュニティセンター、市民体育館） 

ただし、複合施設については、複合施設内の施設間の価格バランスを考慮して使用料設定を行

うことができるものとします。（例：千里ニュータウンプラザ内の施設） 
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エ 受益者負担率 

公の施設は、住民福祉の向上を図ることを目的として設置するものであることから、住民が低

廉な負担で施設の設置目的に沿って効果的に利用できるよう、市が負担（公費負担）する割合と

利用者が負担（受益者負担）する割合を基本的には半々（50％）とします。その上で、公の施設

などの利用実態、目的から当該サービスの市場（代替）性、選択性を勘案し、以下のとおり受益

者負担率を設定します。 

 

   ＜受益者負担率の考え方＞ 

受益者 

負担率 
分類区分 施 設 備 考 

０％ 
公費負担を原則

とするもの 

地区市民ホール・公民館・図書館・

青少年クリエイティブセンター・そ

の他規定上無料としている施設 

法律や条例により無料とされ

ているものは、０％とします。 

２５％ 
大部分を公費負

担とするもの 

やすらぎ苑 

市場性・選択性のいずれも低

いものであり、近隣市との均

衡を考慮し、２５％とします。 

博物館 

博物館法では、原則無料とさ

れていますが、近隣市の状況

及び博物館の維持経費の状況

を勘案し有料とします。使用

料については、法の趣旨を踏

まえ、低廉な使用料とするた

め、２５％とします。 

５０％ 

公費負担、受益者

負担を半々とす

るもの 

交流活動館・男女共同参画センタ

ー・歴史文化まちづくりセンター・

市民ギャラリー・市民センター・山

田ふれあい文化センター・コミュニ

ティセンター・市民公益活動センタ

ー・勤労者会館・資源リサイクルセ

ンター・花とみどりの情報センタ

ー・自然体験交流センター・青少年

活動サポートプラザ・自然の家・ス

ポーツグラウンド・市民プール・市

民体育館・武道館・総合運動場・学

校運動場ナイター施設 

- 

７５％ 
大部分を受益者

負担とするもの 
文化会館 

市場性・選択性は一定あるが、

市の文化振興の拠点施設であ

ることを勘案し、７５％とし

ます。 

１００％ 
受益者負担を原

則とするもの 
自転車駐車場 

市場性・選択性があるため、

近隣市の状況にも配慮し、１

００％とします。 
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( 7 ) 

 

 ＜受益者負担率の考え方（図）＞ 

 

 

⑶ 改定の対象及び上限改定率 

  使用料の改定にあたっては、原則として、算定した料金が現行料金の１．２倍以上となる場合を対

象とします。ただし、算定した料金が現行料金を下回る場合については、利用促進または負担軽減の

観点から、現行料金との差が少ない場合でも改定を検討します。 

また、急激な負担の増加を緩和するため、改定率の上限を１．５倍に設定します。あわせて、近隣

各市の状況にも配慮することとします。 

 

⑷ 施設の有効活用を促進する使用料設定等 

 施設の有効活用を促進するため、以下に留意しながら使用料設定等を行うこととします。 

 

ア 分かりやすく公平な使用料設定 

時間当たりの使用料を示すなど、分かりやすい使用料設定を行うとともに、専用時間に応じた

使用料徴収を徹底します。 
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( 8 ) 

 

イ 曜日や時間帯ごとの使用料設定 

 市民の利用機会の拡大や、稼働率の向上に資すると判断される場合には、曜日や時間帯により

使用料に差を設けることも可能とします。 

 

ウ 市外在住者の使用料設定 

市内在住者の利用を優先するという観点から、市内在住者と市外在住者の使用料に差を設ける

ことも可能とします。この場合は、市外在住者の使用料の金額が、本方針が示す方法で算出した

金額（市内在住者の金額）の２倍以内となるよう設定します。 

 

⑸ 施設使用料に係る減免基準の統一化 

 施設を利用する人と利用しない人の公平性を確保するため、施設使用料の減額又は免除はあくまで

も「受益者負担の原則」の例外として、真に必要な場合に限定して、特例的に適用される必要があり

ます。「受益と負担の公平性の確保」を目的とし、別途「施設使用料に係る減免基準」を策定し、施

設使用料に係る減免基準の統一化を図ります。 
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( 9 ) 

 

 

４ 手数料の設定 

⑴ 手数料とは 

地方自治法第 227 条において「普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のた

めにするものにつき、手数料を徴収することができる。」とされています。本市における手数料とは、

同条に基づき、住民票の写しや各種証明書などを発行した際に、その事務処理に要する費用（システ

ム委託料、用紙代など）を負担してもらうものです。 

 

⑵ 算定方法 

ア 算定式 

 

 

 

 

 

ただし、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」に定める手数料及びその他大阪府内に

おいて統一的な額がある場合については、その額とします。また、固有の算定が必要な手数料に

ついては、算定方法について考慮します。 

 

イ 算定基礎とする経費（事務処理に要する費用） 

手数料の算定基礎とする経費は、業務１件あたりの年間経費とし、以下が対象となります。 

経費 内容 

人件費 

一般職員の標準人件費を基準に所要時間数から算出した経費と業務を担当する

会計年度任用職員人件費総額から当該会計年度任用職員の従事割合で算出した

経費 

物件費 
需用費、役務費、委託料、賃借料、負担金、備品購入費、旅費などの手数料事

務に要した経費 

 

他の関連事務との共通経費がある場合で、当該手数料事務に係る部分の経費を明確に算出するこ

とが困難な場合は、原則として、業務量等により合理的に按分して対象経費に含めるものとします。

（例：システム保守委託料など） 

システム導入などに係る初期経費は、内容に応じて対象経費に含めるか否かを検討します。 

 

ウ 受益者負担率 

手数料の設定にあたっては、算定基礎とする経費の全額（100％）を受益者負担とします。 

 

 

事務処理に要する費用（年間） 
手数料   ＝                    

年間処理件数 
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( 10 ) 

 

 

⑶ 改定の対象及び上限改定率 

  手数料の改定にあたっては、原則として、算定した料金が現行料金の１．２倍以上となる場合を対

象とします。ただし、算定した料金が現行料金を下回る場合については、利用促進または負担軽減の

観点から、現行料金との差が少ない場合でも改定を検討します。 

また、急激な負担の増加を緩和するため、改定率の上限を１．５倍に設定します。あわせて、近隣

各市の状況にも配慮することとします。 
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５ 自己負担金の設定 

⑴ 自己負担金とは 

就学前児童の一時預かり利用料や、休日保育利用料など、地方自治法に規定のある使用料及び手数

料以外で、本人が負担すべき経費について徴収するものです。 

 

⑵ 改定の対象及び上限改定率 

国等の徴収基準が定められているものについては、それを基本とし、現行の負担額が著しく国等の

徴収基準と乖離しているものにあっては、段階的に解消を図るものとします。 

国等の徴収基準が定められていないものや、現に自己負担を求めていないサービスについては、他

市の動向や類似の事業・制度等との比較により料金を設定するものとします。 
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（1） 

議案第１０６号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市民プール使用料の算定方法 

 

【算定にかかる管理運営経費の考え方】 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面積

のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じたうえで、開場期間、プール

及びトレーニング室それぞれにかかる光熱水費及び利用人数をもとに案分します。 

 

施設の管理運営経費 

 人件費（会計年度任用職員分）    442,667 円  

 人件費（一般職員分）       5,289,200 円 

 物件費              184,797,095 円 

 （内訳）        報償費     84,000 円 

             需用費    440,000 円 

              委託料  181,766,800 円 

           備品購入費   2,506,295 円 

  合計               190,528,962 円 
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【トレーニング室】 

１ 算定式 

 

  トレーニング室個人使用にかかる管理運営経費 

       ×受益者負担率＝１時間当たりの単価  

   年間の個人使用延べ利用時間数 

 

 

２ 算定結果 

 

    20,442,591 円 

   ×50％ ＝ 309 円 

    33,133 時間 

 

現行の 1 時間当たりの単価 100 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍以上の 309

円となることから改定率を 1.5 倍とし、改定後の 1時間当たりの使用料を 150 円と

します。 
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議案第１０６号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

吹田市使用料・手数料及び自己負担金設定に関する基本方針に係る 

令和５年度改定内容の概要 

 

１ 「施設の有効活用を促進する使用料設定等」の項目（以下（１）～（３）の３つ）

を追加 

  （１） 分かりやすく公平な使用料設定 

ア 基本方針への追記内容 

     「時間当たりの使用料を示すなど、分かりやすい使用料設定を行うとともに、

専用時間に応じた使用料徴収を徹底します。」 

    イ 追記の理由 

     １時間当たりの使用料設定とすることで、施設の利用状況に応じた枠変更の

検討がしやすくなり、利用者にとっての利便性が向上するとともに、突発的な

事象により清算が必要になった場合にもスムーズに対応できると考えられるた

め。 

 （２） 曜日や時間帯ごとの使用料設定 

    ア 基本方針への追記内容 

     「市民の利用機会の拡大や、稼働率の向上に資すると判断される場合には、

曜日や時間帯により使用料に差を設けることも可能とします。」 

    イ 追記の理由 

使用料設定の仕方により、利用人数及び利用希望人数の平準化が可能と考え

られる施設については、曜日や時間帯ごとの使用料設定を行うことにより、利

用者の利便性や施設稼働率の向上につながると考えられるため。 

 （３） 市外在住者の使用料設定 

    ア 基本方針への追記内容 

     「市内在住者の利用を優先するという観点から、市内在住者と市外在住者の

使用料に差を設けることも可能とします。この場合は、市外在住者の使用料の

金額が、本方針が示す方法で算出した金額（市内在住者の金額）の２倍以内と

なるよう設定します。」 

      イ 追記の理由 

  市内在住者の利用が優先され、市内在住者にとっての利便性が向上するとと

もに、市外在住者の利用を一定維持できた場合には、使用料収入の向上にもつ

ながると考えられるため。 

２ 構成の見直し及び時点修正等 

基本方針の構成を大幅に見直し、使用料、手数料、自己負担金に分けて示す構成

にするとともに、可能な限り図や表としてまとめるなど、分かりやすく見やすい内

容になるよう修正。 
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（1） 

議案第１０７号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市民体育館使用料の算定方法 

 

【算定にかかる管理運営経費の考え方】 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面

積のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じたうえで、個人使用及び

専用使用にかかる 1週間の延べ使用面積をもとに案分します。 

 

施設の管理運営経費 

 人件費（会計年度任用職員分）   1,328,001 円 

 人件費（一般職員分）       9,067,200 円 

 物件費              497,054,124 円 

 （内訳）        需用費  17,209,500 円 

             役務費    855,624 円 

              委託料  469,956,900 円 

           備品購入費   9,032,100 円 

  合計               507,449,325 円 
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（2） 

 

 

【専用使用】 

１ 算定式 

 

   貸出にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1㎡当たりの時間単価 

   貸出総面積×年間利用可能時間 

 

 

上記の式を用い、１㎡当たりの時間単価を算出したうえで、現行の１㎡当たりの

時間単価と比較し、改定率を算出します。 

現行の午後１時から午後５時までの使用料を使用時間で割戻して算出した１時

間当たりの単価相当額に、上記で算出した改定率を乗じて改定後の１時間当たりの

使用料とします。 

なお、現行の専用使用の使用料は、午後１時から午後５時を基準として、利用の

比較的少ない午前９時から正午及び利用の比較的多い午後６時から午後９時の使

用料に傾斜を設定しています。 

 

２ 算定結果 

 

      185,451,140 円 

   ×50％ ＝3.49 円  

    12,722 ㎡×2,087 時間 

 

現行の１㎡当たりの時間単価 2.08 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍以上の

3.49 円となることから、改定率を上限の 1.5 倍とします。 

午後１時から午後５時までの第 1体育室の使用料 8,900 円を使用時間４時間で割

戻すと、現行の基準となる１時間当たりの単価相当額は 2,225 円となります。これ

に改定率の 1.5 倍を乗じたうえで端数調整を行い、改定後の基準となる１時間当た

りの使用料を 3,300 円とし、使用時間の区分に応じて傾斜を設定します。（他の体育

室等も同様）  
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（3） 

 

【個人使用】 

１ 算定式 

 

   使用にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1時間当たりの単価 

    年間の個人使用延べ利用時間数 

 

 

２ 算定結果 

 

    177,214,895 円 

   ×50％ ＝ 187 円  

    474,672 時間 

 

現行の１時間当たりの使用料 100 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍以上の

187 円となることから改定率を 1.5 倍とし、改定後の 1 時間当たりの使用料を 150

円とします。 
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議案第１０８号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市文化会館使用料の算定方法 

 

１ 算定式 

 

   全日使用料※（１席あたりの単価 × 座席数）  

                         ＝ １時間あたりの使用料 

             11 時間  

 

※ 市内団体が入場料を徴収せずに平日に全日利用した場合 

 

大ホール、中ホール及び小ホール（以下、「ホール」という。）については、施設の

特性上、「吹田市使用料・手数料及び自己負担金設定に関する基本方針」（以下、「基

本方針」という。）の算定式を使用することが適当ではないため、近隣市のホール使

用料を考慮して算定しています。 

現行のホール１席あたりの単価は約 100 円ですが、近隣市ホールの１席あたりの

使用料の平均単価は約 160 円であることから、現行から１.６倍となり、利用者負担

が急激に増加します。 

基本方針において、「原則として、算定した料金が現行料金の１.２倍以上となる場

合を（改定の）対象」としていることから、改定の上限の１.５倍ではなく、下限の

１．２倍相当に改定します。 

 

２ 算定結果 

 

          120 円 × 1,382 席  

大ホール                  ＝ 15,076 円 → 15,000 円 

            11 時間  

 

 ※ 中、小ホールについても１席あたりの単価は 120 円とし、同様に算定しました。 

 

３ その他 

これまで、午前・午後・夜間・全日等の使用区分ごとに１時間あたりの単価に差が

ありましたが、全日使用区分の料金が１.２倍相当になるよう使用料を改定すること

に合わせて、区分ごとの差を撤廃しました。端数は調整しています。 
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(1) 

議案第１０９号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市立武道館使用料の算定方法 

 

【算定にかかる管理運営経費の考え方】 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面

積のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じたうえで、個人使用及び

専用使用にかかる 1週間の延べ使用面積をもとに案分します。 

 

施設の管理運営経費 

 人件費（会計年度任用職員分）    193,667 円 

 人件費（一般職員分）       3,778,000 円 

 物件費              100,058,125 円 

 （内訳）        需用費   4,139,300 円 

             役務費     10,310 円 

              委託料   95,559,815 円 

           備品購入費    348,700 円 

  合計               104,029,792 円 
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(2) 

 

 

【専用使用】 

１ 算定式 

 

   貸出にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1㎡当たりの時間単価  

   貸出総面積×年間利用可能時間 

 

 

上記の式を用い、１㎡当たりの時間単価を算出したうえで、現行の１㎡当たりの

時間単価と比較し、改定率を算出します。 

現行の午後１時から午後５時までの使用料を使用時間で割戻して算出した 

１時間当たりの単価相当額に、上記で算出した改定率を乗じて改定後の１時間当た

りの使用料とします。 

なお、現行の専用使用の使用料は、午後１時から午後５時を基準として、利用の

比較的少ない午前９時から正午及び利用の比較的多い午後６時から午後９時の使

用料に傾斜を設定しています。 

 

２ 算定結果 

 

      33,543,818 円 

  ×50％ ＝3.17 円  

     3,432 ㎡×1,543 時間 

 

現行の１㎡当たりの時間単価 2.47 円に対して、算定結果の単価が 1.28 倍の 3.17

円となることから、改定率を 1.28 倍とします。 

午後１時から午後５時までの第 1武道室の使用料 8,100 円を使用時間４時間で割

戻すと、現行の基準となる１時間当たりの単価相当額は 2,025 円なります。これに

改定率の 1.28 倍を乗じたうえで端数調整を行い、改定後の基準となる１時間当た

りの使用料を 2,500 円とし、使用時間の区分に応じて傾斜を設定します。（他の武

道室等も同様）  
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(3) 

 

【個人使用】 

１ 算定式 

 

   使用にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1時間当たりの単価 

    年間の個人使用延べ利用時間数 

 

 

上記の式を用い、１時間当たりの単価を算出したうえで、現行の午後１時から午

後５時までの使用料を使用時間で割戻して算出した１時間当たりの単価相当額と

比較します。 

 

２ 算定結果 

 

    46,248,308 円 

   ×50％ ＝ 421 円 

    54,940 時間 

 

現行の 1 時間当たりの単価相当額 80 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍以上

の 421 円となることから改定率を 1.5 倍とし、改定後の 1 時間当たりの使用料を

120 円とします。 
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(1) 

 

議案第１１０号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市立総合運動場使用料の算定方法 

 

【算定にかかる管理運営経費の考え方】 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面

積のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じた金額を、個人使用及び

専用使用にかかる 1週間の延べ使用面積をもとに案分します。 

 

施設の管理運営経費 

 人件費（会計年度任用職員分）    332,000 円 

 人件費（一般職員分）       2,266,800 円 

 物件費              101,910,600 円 

 （内訳）        需用費   3,058,000 円 

             役務費     13,700 円 

              委託料   96,383,700 円 

           備品購入費   2,455,200 円 

  合計               104,509,400 円 
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(2) 

 

 

 

【専用使用・トラック】 

１ 算定式 

 

   貸出にかかる管理運営経費 

       ×受益者負担率＝1時間当たりの単価 

     年間利用可能時間 

 

 

上記の式を用い、1 時間当たりの単価を算出したうえで、現行の午後１時から午

後５時までの 1時間当たりの使用料と比較します。 

なお、専用使用の使用料は、午後１時から午後５時を基準として、利用の比較的

少ない午前９時から午後１時及び利用の比較的多い午後５時から午後９時の１時

間当たりの使用料に傾斜を設定しています。 

 

２ 算定結果 

 

     25,771,212 円 

   ×50％ ＝3,107 円 

     4,147.2 時間 

 

現行の基準となる１時間当たりの単価 1,500 円に対して、算定結果の単価が 1.5

倍以上の 3,107 円となることから改定率を 1.5 倍とし、端数調整のうえ改定後の基

準となる 1時間当たりの使用料を 2,200 円とします。  
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(3) 

 

 

 

【専用使用・フィールド】 

１ 算定式 

 

   貸出にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1時間当たりの単価 

     年間利用可能時間 

 

 

上記の式を用い、1 時間当たりの単価を算出したうえで、現行の午後１時から午

後５時までの１時間当たりの使用料と比較します。 

なお、専用使用の使用料は、午後１時から午後５時を基準として、利用の比較的

少ない午前９時から午後１時及び利用の比較的多い午後５時から午後９時の１時

間当たりの単価に傾斜を設定しています。 

 

２ 算定結果 

 

     41,516,548 円 

   ×50％ ＝5,005 円 →5,000 円 

     4,147.2 時間 

 

現行の基準となる１時間当たりの単価 4,000 円に対して、算定結果の単価が 1.5

倍を超えないため、端数調整のうえ改定後の基準となる 1 時間当たりの使用料を

5,000 円とします。 

 

  

45



(4) 

 

 

【個人使用】 

１ 算定式 

 

   使用にかかる管理運営経費  

       ×受益者負担率＝1時間当たりの単価 

  年間の個人使用延べ利用時間数 

 

   

２ 算定結果 

 

    32,095,118 円 

   ×50％ ＝ 244 円 

    65,657 時間 

 

現行の１時間当たりの単価 100 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍以上の 244 円

となることから改定率を 1.5 倍とし、改定後の 1 時間当たりの使用料を 150 円とし

ます。 
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議案第１１１号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市立南山田市民ギャラリー使用料の算定方法 

 

１ 算定に係る管理運営経費 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面

積のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じた金額となります。 

 

 施設の管理運営経費 

 人件費（一般職員分）           377,800 円    

 物件費                 4,194,007 円 

 （内訳）   需用費            235,951 円 

        役務費            39,976 円 

         委託料          3,689,000 円 

        負担金、補助及び交付金   229,080 円 

  合計                  4,571,807 円 

 

２ 算定式 

 

  貸出にかかる管理運営経費  

    ×受益者負担率＝1㎡当たりの時間単価  

  貸出総面積×年間利用可能時間 

 

  1 ㎡当たりの時間単価×貸出面積   ＝ 1 時間当たりの使用料  

  

 

３ 算定結果 

 

      3,935,002 円 

   ×50％ ＝ 12.45 円  

    48.94 ㎡×3,231 時間 

 

  1 時間当たりの使用料 

12.45 円×48.94 ㎡ ＝ 609.3 円 → 600 円（端数調整） 
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(1) 

議案第１１２号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

吹田市立スポーツグラウンド使用料の算定方法 

 

【算定にかかる管理運営経費の考え方】 

算定にかかる管理運営経費については、下記の施設の管理運営経費合計額に、総面

積のうちの貸出部分及び共用部分の一部の面積の割合を乗じたうえで、１年間の野球

場・テニスコート・多目的グラウンドそれぞれの延べ利用人数をもとに案分します。 

 

施設の管理運営経費 

人件費（会計年度任用職員分）    470,334 円 

 人件費（一般職員分）       4,533,600 円 

 物件費               99,826,993 円 

 （内訳）        需用費   3,379,343 円 

              委託料   94,909,300 円 

           備品購入費   1,538,350 円 

  合計               104,830,927 円 
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(2) 

 

 

【野球場】 

１ 算定式 

 

    貸出にかかる管理運営経費 

       ×受益者負担率＝１時間当たりの単価 

  年間利用可能枠数※1 ×１枠当たりの時間※2 

 

※１ 野球場・テニスコート・多目的グラウンドはそれぞれの種目の性質によって利

用者一人当たりの占有面積が異なることから、それぞれの施設の年間利用可能

枠数を分母として計算。 

※２ １枠当たりの利用時間は２時間。 

 

上記の式を用い、１時間当たりの単価を算出したうえで、現行の 2時間当たりの

使用料を使用時間で割戻して算出した１時間当たりの単価相当額と比較します。 

 

２ 算定結果 

 

     40,628,859 円 

   ×50％ ＝1,119 円 → 1,100 円 

    9,073 枠×２時間 

 

現行の１時間当たりの単価相当額 750 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍を超

えないため、端数調整のうえ改定後の 1 時間当たりの使用料を 1,100 円とします。 
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(3) 

 

 

【テニスコート】 

１ 算定式 

 

    貸出にかかる管理運営経費 

       ×受益者負担率＝１時間当たりの単価 

  年間利用可能枠数※１×１枠当たりの時間※２ 

 

※１ 野球場・テニスコート・多目的グラウンドはそれぞれの種目の性質によって利

用者一人当たりの占有面積が異なることから、それぞれの施設の年間利用可能

枠数を分母として計算。 

※２ １枠当たりの利用時間は２時間。 

 

上記の式を用い、１時間当たりの単価を算出したうえで、現行の２時間当たりの

使用料を使用時間で割戻して算出した１時間当たりの単価相当額と比較します。 

 

２ 算定結果 

 

     50,859,910 円 

   ×50％ ＝420 円 

    30,262 枠×２時間 

 

現行の 1時間当たりの単価相当額 300 円に対して、算定結果の単価が 1.5 倍を超

えないため、改定後は 1時間当たりの使用料を 420 円とします。 
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（単位：円） 

議案第115号参考資料 

地域教育部放課後子ども育成室 

 
 

現行・改定保育料の算定式及び管理運営経費等の詳細 

 
 

１ 保育料算定式 

 (1) 算定式の考え方 

（管理運営経費－国・府補助金）÷児童数×受益者負担率＝保育料 

 

(2) 算定式 

  ① 現行保育料（平成30年度（2018年度）決算ベース） 

   ア 通常保育料 (766,927,671円－324,132,668円)÷40,833人×37.5％＝4,067円 

   イ 延長保育料 (183,984,424円－136,866,812円)÷11,755人×37.5％＝1,503円 

 

  ② 改定保育料（令和5年度（2023年度）決算ベース） 

   ア 通常保育料 (1,629,480,551円－442,999,864円)÷58,410人×37.5％＝7,617円 

          ※改定率の上限1.5倍により、現行4,000円×1.5＝6,000円 

   イ 延長保育料 (212,305,331円－57,718,536円)÷20,294人×37.5％＝2,857円 

          ※改定率の上限1.5倍により、現行1,500円×1.5≒2,000円 

※管理運営経費や国・府補助金における通常保育料と延長保育料の割振りは、現行保

育料は各保育時間数を基本とし、改定保育料では児童数及び保育時間数により算出。 

 

２ 管理運営経費等の詳細 

 

区分 
平成30年度 
（2018年度） 

令和5年度 
（2023年度） 

人件費（事務職員分） 46,841,000 140,541,600 

人件費（指導員等分） 814,294,771 903,950,571 

物件費 89,776,324 797,293,711 

  
  
  
  
  
  
  
  
  

報償費 208,000 150,000 

旅費 409,958 14,590,840 

需用費 29,439,887 53,057,559 

役務費 4,218,886 17,952,816 

委託料 36,442,150 691,993,106 

使用料・賃借料 150,453 355,952 

工事請負費 13,579,920 0 

備品購入費 2,339,820 13,590,288 

負担金、補助・交付金 2,987,250 5,603,150 

計 ① 950,912,095 1,841,785,882 

国・府補助金 ② 460,999,480 500,718,400 

差（①－②） 489,912,615 1,341,067,482 
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議案第115号参考資料 

地域教育部放課後子ども育成室 

 
 

各育成室の児童数と指導員等配置基準等一覧 

 
 

No. 育成室名 運営形態 
児童数 
（人） 

指導員等配置基準 
（人） 

委託料 
（円） 

1 吹一 直営 77 9 ― 

2 吹二 委託 105 10 40,566,900 

3 吹三 直営 123 10 ― 

4 東 直営 78 7 ― 

5 南 直営 225 16 ― 

6 吹六 委託 88 4 19,499,850 

7 千一 直営 180 9 ― 

8 千二 直営 225 14 ― 

9 千三 直営 207 16 ― 

10 千里新田 直営 120 10 ― 

11 佐井寺 委託 108 8 32,746,100 

12 東佐井寺 委託 102 7 26,272,000 

13 岸一 直営 50 5 ― 

14 岸二 直営 122 12 ― 

15 豊一 直営 206 13 ― 

16 豊二 直営 113 8 ― 

17 江坂大池 直営 103 8 ― 

18 山手 委託 176 12 45,406,933 

19 片山 直営 180 11 ― 

20 山一 直営 113 15 ― 

21 山二 委託 164 15 58,721,600 

22 山三 委託 64 6 22,480,650 

23 山五 直営 40 4 ― 

24 東山田 直営 172 13 ― 

25 南山田 直営 180 9 ― 

26 西山田 委託 94 11 40,466,100 

27 北山田 委託 121 9 36,195,170 

28 千里丘北 委託 319 22 89,389,200 

29 佐竹台 直営 171 14   

30 高野台 直営 59 7   

31 津雲台 直営 155 13   

32 古江台 直営 158 12   

33 藤白台 委託 195 18 70,549,800 

34 青山台 委託 71 7 24,931,500 

35 桃山台 委託 177 18 69,962,500 

36 千里たけみ 委託 121 9 35,847,100 

計   4,962 392 613,035,403 
  ※児童数及び指導員等配置基準は令和５年４月１日時点 

※委託料は令和5年度決算額 
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(1) 

 

 

議案第１２１号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

吹田市立南山田市民ギャラリー指定管理者候補者選定委員会に係る議事録 

 

 

 

第２回吹田市立南山田市民ギャラリー指定管理者候補者選定委員会 議事録 

 

 

１ 開催日時 令和６年８月３０日（金） 開会 午後 6時００分 閉会 午後 8時２０分 

 

２ 開催場所 市役所本庁舎高層棟４階 特別会議室 

 

３ 次第  

（１）選定方法の確認、事前評価の共有等 

（２）応募者による事業計画書等の説明、質疑応答 

（３）応募者の評価 

（４）指定管理者候補者の選定、答申 

 

４ 出席委員  福留 和彦  委員長  （大和大学政治経済学部経済経営学科長 教授） 

        串崎 幸代  副委員長 （千里金蘭大学教育学部教育学科 准教授） 

        三原 滿里  委員   （吹田市文化団体協議会 会長） 

        柳瀨 真佐子 委員   （ＮＰＯ法人市民ネットすいた 理事長） 

井上 寧   委員   （近畿税理士会吹田支部） 

 

５ 欠席委員 なし 

 

６ 公開・非公開の別 非公開・公開 

理由：吹田市審議会等の設置及び運営に関する指針の第９項第２号、及び吹田市情報 

公開条例第７条第３号及び第４号の規定による。 

 

７ 会議進行  

（事務局） 【選定方法、事前評価について説明】 

（委員長）  評価の考え方について意見交換を行いたい。またプレゼンテーション後の質問事項に

ついても事前に整理しておきたい。 

（委員長）  何を期待して次期指定管理者を選定するか位置付けを決めておきたいが、今までにな

い新しい活動を期待するのか、ギャラリーを継続的かつ安定的に運営できる事を期待

するのか、基準を合わせたい。 

（B委員）  市民ギャラリーを継続的に維持していくことが大事。応募書類において具体的な記載
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(2) 

 

 

が少ないので質疑応答にて応募者に聞きたい。 

（C委員）  ギャラリーの位置付けについて、新しいことに取り組むのは難しいのかなと思うの

で、市民ギャラリーの維持を行うことが大事だと思う。 

（D委員）  事業報告書について、公用使用が73％となっているが地域の独占となっているのでは

ないか、また団体としてどのような事に取り組んでいるのか聞きたい。 

（E委員）  新規の事業を行っていただきたいが、条例等の縛りがあることから難しい部分もあ

る。市民ギャラリーを安定的に維持していく中で創意工夫されている事を聞きたい。 

（A委員）  応募書類の事業報告書について、一覧表区分欄の自主については指定管理者の自主事

業という認識で問題ないか。 

（事務局）  問題ない。 

（B委員）  事業計画書においてニーズやアンケートを取っていると記載があるが、アンケートを

踏まえた動きや検討事項が見えてこない。質疑応答にて聞きたい。 

（A委員）  南山田市民ギャラリーの特性が記載されていないが、これまで経験してきた事を踏ま

えて、今後どのような取組を行っていくのか質疑応答にて聞きたい。 

 

      【応募者入場】 

 

（応募者） 【事業計画書等の説明】 

（D委員）  地域の小・中学校の作品を展示することで地域住民の交流の場として非常に有益な場と

なっている事はわかった。その中で一般の利用を増やしていく事が難しいとの事だが、

貴団体としてどのような取組を行っているか。 

（応募者）  山田ブロックに対してできるだけ声掛けを行っている。SNS等を利用し情報発信を行い

たいが、現在のところは利用者および地域の方に口コミで利用促進している。 

（C 委員）  若い人を取り込むには口コミだけでなく SNS 等を用いた発信力が必要となってくるが

どのような対策を検討されているか。また、駐車場がないため利用が少ないとの事だが、

駐車場がないなりの工夫や対策等はしているのか。 

（応募者）  現在ネット環境が整備されておらず、ネット環境構築に向けて協議会でも検討している

ところだが、市とも協議し前向きに進めていきたい。駐車場については、マンションの

一室ということもあり所有の駐車スペースはないが、山田ブロックを中心に口コミを広

めていって貰っている。 

（B委員）  地域の文化交流の場となっているが、具体的に文化という点に焦点を当てた時に南山田

市民ギャラリーがどのような場となっているか。 

（応募者）  今までは展示だけのギャラリーとしていたが、展示に絡めて講習会やワークショップ等

を行い、地域の人だけでなく南山田市民ギャラリーという場所を通して横の繋がりを深

めている。その他にもガンバ大阪の PR や市の防災関連の展示や啓発を行い、近隣住民

だけでなく興味を持って来館された方同士の交流を深めて貰っている。 

（D委員）  災害時の防災や防犯について具体的な対策を取っているか。 

（応募者）  災害等発生時は、窓口の事務員から協議会の会長に連絡を行い、その後市の担当部署で

ある文化スポーツ推進室へ連絡を行う体制を取っている。また、事前対策としてマンシ

ョンで行われている年 1回の防災・防犯訓練に参加し災害時への意識を高めている。 
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(3) 

 

 

（D 委員）  募集要項にも記載されている電子申込システムについて、今後導入の方向だと思うが、

貴団体で導入にあたってどのように取り組んでいくか、また準備等はしているか。 

（応募者）  指定管理料の大部分が人件費とその他清掃費や消耗品等の購入であり、余剰金がほとん

ど出ない。市でパソコンの貸与やWi-Fi の環境整備等してほしい。 

（E委員）  指定管理料の中で大部分が人件費との事から、紙の節約や電気代の節約等されているの

はわかったが、少ない余剰金の中で貴団体としてどのような創意工夫をしているか。 

（応募者）  最低賃金上昇も踏まえ人件費の増加に備えないといけないことから、余剰金は1年間で

数万円しか残らないため、余剰金を使うのは難しい。創意工夫としては、各公民館の手

芸や写真、絵画などのグループへの利用促進を行っている。ただし、展示だけでなくウ

クレレなどの利用もマンション住民の方の音の迷惑にならないのであれば展示に絡め

て実施しても良いのではないかと検討している。 

（A委員）  事業計画書にて市民ニーズの把握のためアンケートを取っているとのことだが、アンケ

ートに記載の市民ニーズを踏まえ、貴団体にて普段からどれくらいの頻度で、どのよう

な議論を行い、どのようなアイデアが出てきたか。 

（応募者）  展示だけでは駄目であるという共通認識の中で、折り紙をさせてほしいという団体につ

いては、テーブルや机の配置を変えることなど可能な限り対応していこうと議論してき

た。 

（A委員）  事業計画書において資金および人的な制約がある中で、できることが限られていると思

うが、今ある形を維持するのか、あるいは今あるものから少しでも市民に向けてサービ

スを改善することを目的にされているのかどちらか。 

（応募者）  今あるものを維持するのではなく、新しいことを少しずつでも進めていきたいと考えて

いる。SNS等もこれから発信していくうえで、事務員としてパソコンができる人の採用

も検討していきたい。 

（A委員）  南山田市民ギャラリーが立地や地域環境等様々な点において他のギャラリーと比較し有

利だと思われている点は何か。 

（応募者）  融通性を持たせたギャラリーであると考えている。 

 

【応募者退場】 

 

― 暫時休憩 ― 

 

【採点結果集計表配布】 

 

（事務局） 【各委員が採点した合計評価点数の平均が６０点以上であったため、指定管理者候補者と

なる基準を満たしていることを報告】 

（委員長） 「吹田市立市民ギャラリー条例第１０条」の規定により、本選定委員会として、採点結果

に基づき「南山田地域文化推進協議会」を指定管理者候補者とすることに異議はないか。 

（全委員） 異議なし。 

（委員長） 指定管理者候補者として異議なしとのことだが、答申に際して意見を付けるか。 

（D委員） 指定管理者候補者について異議はないが、指定管理者として5年先を見据えてどのような
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(4) 

 

 

体制を取るのか、事業計画書からは見えてこない点も数多くあるので、各年次毎の事業報

告書と事業計画書提出の際には市と十分にコミュニケーションを取り、創意工夫を行って

貰いたい。 

（A委員） 年度ごとの事業報告や収支報告、市民サービスがしっかりとできているのかチェックは市

で行っているか。 

（事務局） 年度当初と年度末後に報告書という形で市に書類を提出いただき確認している。また、モ

ニタリングという形で年に 1回市のモニタリングを実施し、2年目と 4年目に第三者モニ

タリングという形で本日の委員の皆様に見ていただく機会がある。 

（E委員） 指定管理料の中で予算の配分は決められているのか。予算内の流用を行い創意工夫できる

取組に充てる事はできないのか。できるのであれば限られた予算の中で創意工夫を行って

貰いたい。 

（事務局） 指定管理者において事業計画書を基に南山田市民ギャラリーを運営いただくので、最低賃

金や社会保険等の法令遵守がなされていれば指定管理料の中で自由に使っていただくこ

とは可能。 

（委員長） 吹田市立南山田市民ギャラリー指定管理者候補者について当該団体を選定することに決定

する。ただし、答申に際して意見を付けるものとする。 

 

― 答申書手交 ― 

 

８ その他事務連絡 

事務局から今後の予定について説明 

 

９ 閉会 
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(1) 

 

 

 

 議案第１２１号参考資料 

都市魅力部文化スポーツ推進室 

 

 

 

 

事 業 計 画 書 

 

 

 

吹田市立南山田市民ギャラリー 

 

 

 

 

団体名  南山田地域文化推進協議会 

代表者職・氏名  会長 糸瀬 正博 

所在地   

担当者名   

電話番号   

メールアドレス   

吹田市立南山田市民ギャラリー指定管理者候補者の事業計画書  

様式第 2 号 
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様式第 2 号 

(2) 

 

 

１ 市民の平等な利用が確保されることについて 

① 施設の運営方針と運営計画 

② 幅広い利用を図るための具体的手法及び期待される効果について 

③ 個人情報の保護及び情報公開への対応について 

 

吹田市では、多くの市民が様々な活動を通して、美術作品の創作や鑑賞する機会を求めてい

ます。吹田市内には、南山田市民ギャラリーをはじめ、地域市民ギャラリーや市庁舎ギャラリ

ーがあり、本ギャラリーの設置目的にもありますように、美術に関する創作活動を促進し、市

民文化の向上を図っています。 

 そうした中、南山田地域文化推進協議会は、平成 16 年から本市初の指定管理者として、本 

ギャラリーの管理運営を行ってまいりました。 

 

① 施設の運営方針と運営計画について 

 南山田地域文化推進協議会（以下「本協議会」といいます。）は、地域住民の文化活動を促

進し、地域文化の向上を図ることを目的に、自治会や公民館、各種の委員会や諸団体、小学校、 

中学校などの関係者で構成されていますが、単に南山田地域だけを対象としるだけではなく、 

吹田市全域を対象として、積極的に情報を発信し、利用や見学をしていただけるような運営を 

図ってまいりました。 

 今後も、利用者や見学者の意見を聞き、ニーズを的確に把握するとともに、今までの経験を 

生かし、誰でも気軽に立ち寄っていただけるような、市民の皆様に親しまれる施設として、管

理運営を行ってまいります。 

 

② 幅広い利用を図るための具体的手法及び期待される効果について 

本ギャラリーは公共施設ですので、公正かつ幅広く利用されることが求められていること

は言うまでもありません。そのためには、市条例や規則、協定書等の事務処理基準に従い管理

運営してまいります。又、市民の皆様から愛され、親しまれて利用していただくためのアンケ

ートを実施するとともに、利用者や見学者から気軽に声をかけていただき、意見をいただける

よう、接遇等も熟練した事務員を配置してまいります。加えて、本ギャラリーは市民皆様に 

末永く利用していただくための施設として、汚れやキズが発生しないよう、最新の注意を払う 

とともに利用者や見学者にも周知してまいります。 

 事務員をはじめ、携わる者一人ひとりが指定管理者として本ギャラリーの設置目的を十分

に認識し、自覚を持って管理運営を行うことが重要であり、接遇、個人情報保護、人権問題 

障がい者への対応等の研修を実施してまいります。そういった中で、利用者や見学者との良い 

関係を築いてまいります。 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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様式第 2 号 

(3) 

 

 

③ 個人情報の保護及び情報公開への対応について 

事務員をはじめ、管理運営に携わる者は、吹田市個人情報保護条例に基づき、職務上知

りえた個人情報の取り扱いについては、当該個人の権益が損なわれることのないよう、 

万全を期してまいります。 

不要となった個人情報に関する資料につきましてはその処理を迅速に行います。 

又、情報公開への対応については、吹田市情報公開条例に基づき、管理運営業務にかか

わるものについて、市と協力し、公開してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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様式第 2 号 

(4) 

 

 

２ 施設の効用を最大限に発揮するものであることについて（自主事業の内容を含む。） 

① 事業計画の内容と施設の設置目的の合致について 

② 事業計画の具体性及び創意工夫や積極性について 

本協議会の会則第 2 条に「地域住民の文化活動を促進し、地域文化の向上を図ることを目的と 

する」と規定しています。本ギャラリーの設置目的であります「市民が創作した美術作品を展

示し、鑑賞する機会を提供することにより、市民の美術に関する創作活動を促進し、もって市

民文化の向上を図ることを目的とする」という点では、まさにその設置目的で合致するもので

す。 

ギャラリーとしての使用がない場合においても、将来的に市民文化の向上を目的とした会

議、勉強会など幅広く活用していただく場として、いつでも施設内に招じ入れる状況、体制を

整えておく必要があります。 

本協議会は、指定管理者として自主事業を実施するものではありませんが、本ギャラリーが 

市民の皆様に親しまれ、活用される施設となるようにするために設置されていると考えていま

す。そのためにも、利用者や見学者のニーズを把握するとともに、小学校や中学校をはじめ、

各種団体や関係機関と情報を交換し、PR に努めてまいります。 

③ 施設の利用を促進させる具体的方策及び利用者ニーズへの対応について 

上述した連携などの他、利用者や見学者に対するアンケートの実施などにより、常に要望等 

を把握し本ギャラリーの管理運営に活用してまいります。 

 また、来館者への温かできめ細やかな対応と併せ、高齢者から子どもたちと、幅広い年齢層 

の方に利用していただけるよう、次回展示のチラシ等を作成しての配布などにより、積極的な 

情報の提供に努め、一層の利用促進を図ってまいります。 

④ 新たな取り組みを含みサービスの向上を図る具体的手法及び期待される効果について 

本ギャラリーをいかに市民の皆様に気持ちよく利用していただけるかを常に考え、服装、身

だしなみ、言葉使いなどの接遇に留意するとともに、常時利用していただけるとう、清掃等に 

よる環境づくりに努めます。アンケート等により収集した、意見や苦情等は本協議会の会議に 

諮り、修正して、本ギャラリーの利用者、見学者のニーズに応えるとともに、市民サービスの 

向上に努めてまいります。又、リピーターを増やすことにつなげるためにも、事務員をはじめ 

管理運営に携わる関係者に対する接遇研修を実施してまいります。 

⑤ 安心安全に利用できる施設とするための具体的方策及び緊急の対応について 

(1) 事故防止等について 

 設備等の不備により利用者がケガすることのないよう、施設内に異常がないか常時点検し、 

細心の注意をはらいます。異常があれば速やかに吹田市へ報告するとともに、対応を協議して 

まいります。 

又、利用者や見学者が持ち込んだ物品等でもケガをしたり、利用に支障をきたさないよう 

（※）欄が不足する場は、別紙を追加してくだ  
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様式第 2 号 

(5) 

 

 

３ 事業計画書、管理体制計画書の内容が、安定した管理を行う人員、資産、その他経営規模

及び能力を有しているか、又は確保できる見込みのあること 

① 安定的な管理運営が可能となる人的能力 

（人員配置及び責任の所在について、苦情要望を受けたときの連絡体制について） 

人員配置については常時１名が窓口担当事務員として施設に在席し、相談に対処するが、 

対処できない場合は責任者である当会会長はじめとする役員名簿順に連絡することと 

している。役員で対処できない場合は市担当者に相談の上、対処する。 

当方でトラブルに対処した場合は必ず市担当者に報告している。 

 

➁ 安定的な管理運営が可能な財政的基盤 

当会は南山田市民ギャラリーの指定管理を主な業務としているので、必要な予算につい 

ては指定管理料で全てまかなうことができます。また、窓口担当事務員による展示品の 

破損等について、保険加入を予定しており、財政的には困窮しないものとかんがえます。 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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様式第 2 号 

(6) 

 

 

４ 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること（自主事業による

利益の取組の提案を含む。） 

「施設の管理運営に係る経費の内容」など 

 市からの委託料の主なものは人件費ですが、管理経費においてウオームビズやクールビズ、

こまめな消灯、不要時のエアコンオフなどの節電、また節水に努めるとともに、コピー用紙の 

両面使用などに取組み、経費の縮減に取組みます。 

 また、施設内等に破損や損傷による経費が生じないよう留意してまいります。指定管理料は 

市民の皆様からの税金から負担されていることを認識し、より効果的・効率的管理運営に取組

むとともに、利用者や見学者に対しても本取組みについて説明し、理解を得てまいります。 

 

 

 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加してください。 
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様式第 2 号 

(7) 

 

 

 ５ 施設の設置目的を効果的に達成し、吹田市立南山田市民ギャラリーに寄与できることつ

いて 

「事業計画内容の具体性及び現実性、創意工夫や積極性」「施設の利用を促進させる方策」「地

域貢献・社会的貢献への方策」など 

 指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもって、その利用に供するための公の施設 

について、その設置目的を効果的に達成するために必要と認めた場合に民間事業者等を指定管

理者として、管理運営するものです。まして、その指定管理者は議会の議決を経る必要がある

ことから、その責務は重要であると認識しています。 

 指定管理者としての役割は、行政に代わって管理運営することから、当然に利用者や参加者 

の安全を確保すること、市民の税金で運営されていることを踏まえ経費を節減すること、そし

て、住民サービスを様々な形でサポートし効果的、効率的に提供することであります。 

 本協議会は、会則で規定しているとおり、地域住民の文化活動を推進し、地域文化の向上を 

図ることを目的に設置されました。指定管理者制度が導入された平成 16 年当時から。本ギャ

ラリーの指定管理者として管理運営を行ってまいりました。指定管理者としての役割は十分理

解していますが、行政と十分な連携を図りながら管理運営していくものと考えています。 

 

 本協議会の構成から、様々な団体や機関との連携と併せ情報の交換が可能なことから、利用 

を促進できます。また、本ギャラリーの展示についても連携協力のもと教育機関などに提供し

ていくことができます。 

 

 本議会は、吹田市内の地域文化の振興を目的に設立されています。 

とりわけ南山田地域と山五地域では、地域の各種の行事に積画的に協力をしています。 

その際、積極的に本ギャラリーの PR につとめています。 

 本ギャラリーにおいては、一般の使用とともに、公民館、小学校、中学校、保育園、幼稚園 

などと連携しても作品展示を実施してきました。 

また、展示予定などのチラシを配布するなど、利用者の拡大や来館者の増員に努めてまいりま

した 

（※）欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 
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